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１．はじめに（検討趣旨） 

労働安全衛生法においては、事業者に対し、職業上のばく露により、労働者に健康

障害を生じさせるリスクが高い物質について、作業環境測定の実施を義務づけている。

これらの物質の作業環境中の濃度については、作業環境評価基準において、物質ごと

の管理濃度を定めている。 

別途設置されている「化学物質による労働者の健康障害防止に係る検討会」におい

ては、新たに設備の密閉化又は局所排気装置等の設置、作業環境測定の実施を行うべ

きと見なされた物質について報告されている。このうち作業環境測定が必要とされた

物質については、新たに管理濃度及びその測定方法や局所排気装置等の性能要件を設

定するほか、発散抑制措置等を規制化することとされた物質について、局所排気装置

等の性能要件を設定する必要がある。 

また、既に作業環境測定の対象となっている化学物質についても、その一部につい

ては新たな知見が得られており、労働者の健康を守るため、随時管理濃度を見直す必

要がある。 

厚生労働省は、これまでに、平成２２年１１月９日から平成２３年５月２３日の計

４回の平成２２年度管理濃度等検討会を開催し、物質ごとの管理濃度の値、測定方法

等について検討を行った。 

このうち、「化学物質による労働者の健康障害防止に係るリスク評価検討会」によ

り新たに作業環境測定等が必要とされた、酸化プロピレン、ジメチルヒドラジン及び

１，４－ジクロロ－２－ブテンの３物質については、平成２２年１２月に中間報告書

をとりまとめた。 

これら物質について、平成２２年度管理濃度等検討会報告書として、とりまとめた

ものである。 

 

２．委員名簿（五十音順、敬称略、役職名は平成２３年５月時点のもの） 

大前 和幸   慶應義塾大学医学部教授 

菅野 誠一郎  独立行政法人労働安全衛生総合研究所 

環境計測管理研究グループ部長 

小西 淑人   株式会社エフアンドエーテクノロジー研究所 

代表取締役社長 

座長 櫻井 治彦   中央労働災害防止協会 

労働衛生調査分析センター技術顧問 

芹田 富美雄  社団法人日本作業環境測定協会精度管理センター所長 

田中 勇武   産業医科大学名誉教授 

中明 賢二   麻布大学名誉教授 
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松村 芳美   社団法人産業安全技術協会参与 

和田 攻    東京大学名誉教授 

 

３．検討経緯 

第１回管理濃度等検討会：平成２２年１１月９日（火） 

（１）当検討会での検討の進め方について 

（２）酸化プロピレン及びジメチルヒドラジンの管理濃度、測定方法、局排性能要

件について 

（３）１，４-ジクロロ-２-ブテンの局排性能要件について 

 

第２回管理濃度等検討会：平成２２年１２月６日（月） 

（１）前回検討会の保留物質について 

１，４-ジクロロ-２-ブテンの局排性能要件について 

（２）新規検討物質について 

ベンゾトリクロリドの管理濃度等について 

（３）ずい道等建設工事における粉じん対策に使用する質量濃度変換係数（Ｋ値）

について 

（４）中間報告書のとりまとめについて 

 

第３回管理濃度等検討会：平成２３年４月１２日（火） 

（１）管理濃度等の見直しを検討する物質について 

（２）新規検討物質について 

①エチレンイミンの管理濃度、測定方法について 

②ニッケル化合物の管理濃度、測定方法について 

③ベリリウム及びその化合物の管理濃度、測定方法について 

④硫化水素の管理濃度、測定方法について 

⑤エチレングリコールモノメチルエーテルの管理濃度、測定方法について 

⑥酢酸イソペンチルの管理濃度、測定方法について 

⑦酢酸ノルマル－ペンチルの管理濃度、測定方法について 

⑧メチルイソブチルケトンの管理濃度、測定方法について 

⑨オルト－フタロジニトリルの管理濃度、測定方法について 

 

第４回管理濃度等検討会：平成２３年５月２３日（月） 

（１）前回までの検討会の保留物質について 

①ベンゾトリクロリドの管理濃度について 

②ニッケル化合物の管理濃度について 



③ベリリウム及びその化合物の管理濃度について 

④オルト－フタロジニトリルの管理濃度について 

（２）管理濃度の見直しを検討する物質に係る局所排気装置の性能要件について 

（３）管理濃度等検討会報告書のとりまとめについて 

 

４．検討結果について 

（１）管理濃度について 

作業環境評価基準（昭和６３年９月１日労働省告示第７９号）における管理濃度

の設定及び見直しについて、本検討会において、新たに管理濃度の設定を検討する

物質(４物質)及び既に管理濃度が設定されているが見直しを検討する物質（８物質）

の管理濃度を検討した。その検討結果の概要については次のとおりである。 

 

Ａ 新たに管理濃度を設定する物質について 

①酸化プロピレン（中間報告書記載済） 

【検討概要】 

ＡＣＧＩＨ（米国産業衛生専門家会議：American Conference of 

Governmental Industrial Hygienists）は、ばく露限界値として２ｐｐｍを

勧告し、日本産業衛生学会は許容濃度を設定していない。管理濃度は、２ｐ

ｐｍとすることが適当である。 

試料採取方法は「固体捕集方法」、分析方法は「ガスクロマトグラフ分析

方法」とする。なお、試料採取する際は、合成樹脂製の球状活性炭を用いる

こととする。 

【管理濃度案】 

２ｐｐｍ 

②ジメチルヒドラジン（中間報告書記載済） 

【検討概要】 

ＡＣＧＩＨは、ばく露限界値として０．０１ｐｐｍを勧告し、日本産業衛

生学会は許容濃度を設定していない。管理濃度は、０．０１ｐｐｍとするこ

とが適当である。 

試料採取方法は「固体捕集方法」、分析方法は「高速液体クロマトグラフ

分析方法」とする。なお、試料採取する際は、硫酸含浸グラスファイバーフ

ィルターを用いることとする。 

【管理濃度案】 

０．０１ｐｐｍ 

③ベンゾトリクロリド（Ｐ） 

【検討概要】 



ＡＣＧＩＨは、ばく露限界値として天井値で０．１ｐｐｍを勧告し、日本

産業衛生学会は許容濃度を設定していない。 

○○ 

【管理濃度案】 

○ｐｐｍ 

④オルト―フタロジニトリル（Ｐ） 

【検討概要】 

ＡＣＧＩＨは、ばく露限界値を勧告していない。日本産業衛生学会は許容

濃度を０．０１ｍｇ／ｍ3と改正している。 

○○ 

【管理濃度案】 

○ｍｇ／ｍ3 

 

Ｂ 既に管理濃度が設定されている物質について 

次の８物質について、既に管理濃度を設定している物質のうち、日本産業衛生

学会の許容濃度及びＡＣＧＩＨのばく露限界値と比較し、労働者の健康障害防止

のため管理濃度を改正する必要があると認められるか検討した。 

①エチレンイミン 

【検討概要】 

日本産業衛生学会は許容濃度として０．５ｐｐｍを勧告し、ＡＣＧＩＨは、

ばく露限界値として０．０５ｐｐｍに改正したところである。ＡＣＧＩＨの

提案理由は妥当であり、この濃度の１／１０まで測定することが可能である

ので、管理濃度は、０．０５ｐｐｍとすることが適当である。 

【管理濃度改正案】 

０．０５ｐｐｍ 

②ニッケル化合物（Ｐ） 

【検討概要】 

ＡＣＧＩＨは、ばく露限界値として、ニッケルとして可溶性ニッケル０．

１ｍｇ／ｍ3、不溶性ニッケル０．２ｍｇ／ｍ3、亜硫化ニッケル０．１ｍｇ

／ｍ3（インハラブル粒子として）を勧告している。日本産業衛生学会は、

許容濃度として水溶性０．０１ｍｇ／ｍ3、水溶性でないもの０．１ｍｇ／

ｍ3を提案している。 

日本産業衛生学会においては、平成２３年５月○日に○○とされたところ

である。水溶性、不溶性については、○、測定方法については、○。 

管理濃度は、○ｍｇ／ｍ3とすることが適当である。 

【管理濃度改正案】 



○ｍｇ／ｍ3 

③ベリリウム及びその化合物（Ｐ） 

【検討概要】 

日本産業衛生学会は許容濃度として、ベリリウムとして０．００２ｍｇ／

ｍ3を勧告し、ＡＣＧＩＨは、ばく露限界値として、インハラブル粒子のべ

リリウムとして、０．００００５ｍｇ／ｍ3に改正している。ＡＣＧＩＨの

提案理由は妥当である。ただし、取り扱い事業場の作業環境等を確認したと

ころ、○○。 

測定方法に関しては、ＩＣＰ（Inductively coupled plasma）による分析方

法によって、この濃度の１／１０程度が測定可能である。 

管理濃度は、○ｍｇ／ｍ3とすることが適当である。 

【管理濃度改正案】 

○ｍｇ／ｍ3 

④硫化水素 

【検討概要】 

日本産業衛生学会は許容濃度として、５ｐｐｍを勧告し、ＡＣＧＩＨは、

ばく露限界値として１ｐｐｍに改正している。ＡＣＧＩＨの提案理由は妥当

である。この濃度の１／１０まで測定することが可能であるので、管理濃度

は、１ｐｐｍとすることが適当である。 

測定方法については、検知管方式による測定機器又はこれと同等以上の性

能を有する測定機器を用いる方法によることができるとしており、測定値に

影響を及ぼすおそれのある物質がない時は、検知管方式による測定機器と同

等以上の性能を有するガスセンサーも可能である。 

【管理濃度改正案】 

１ｐｐｍ 

⑤エチレングリコールモノメチルエーテル 

【検討概要】 

ＡＣＧＩＨは、ばく露限界値として０．１ｐｐｍを勧告し、日本産業衛生

学会も許容濃度を０．１ｐｐｍに改正している。日本産業衛生学会の提案理

由は妥当である。この濃度の１／１０まで測定することが可能であるので、

管理濃度は、０．１ｐｐｍとすることが適当である。 

【管理濃度改正案】 

０．１ｐｐｍ 

⑥酢酸イソペンチル及び酢酸ノルマルーペンチル 

【検討概要】 

ＡＣＧＩＨは、ばく露限界値として５０ｐｐｍを勧告し、日本産業衛生学



会も許容濃度を５０ｐｐｍに改正している。日本産業衛生学会の提案理由は

妥当である。この濃度の１／１０まで測定することが可能であるので、管理

濃度は、５０ｐｐｍとすることが適当である。 

【管理濃度改正案】 

５０ｐｐｍ 

⑦メチルイソブチルケトン 

【検討概要】 

日本産業衛生学会は許容濃度として５０ｐｐｍを提案し、ＡＣＧＩＨは、

ばく露限界値として２０ｐｐｍに改正している。ＡＣＧＩＨの提案理由は妥

当である。この濃度の１／１０まで測定することが可能であるので、管理濃

度は、２０ｐｐｍとすることが適当である。 

【管理濃度改正案】 

２０ｐｐｍ 

 

（２）局所排気装置等の性能要件（抑制濃度等）について 

特定化学物質等で管理濃度を設定している物質については、いわゆる抑制濃度は

同値を設定することが適切である。有機溶剤については、制御風速とする。 

①酸化プロピレン・・・２ｐｐｍ（中間報告書記載済） 

②ジメチルヒドラジン・・・０．０１ｐｐｍ（中間報告書記載済） 

③１，４-ジクロロ-２-ブテンについて（中間報告書記載済） 

「化学物質による労働者の健康障害防止措置に係る検討会」において、「１，

４-ジクロロ-２-ブテン」については、作業環境測定の実施は要しないが、サン

プリング作業における発散抑制措置等について規制化することとされた。 

屋内において局所排気装置等を設置する場合、「１，４-ジクロロ-２-ブテン」

の性能要件について検討した結果、抑制濃度として、０．００５ｐｐｍとする。 

④ベンゾトリクロリド・・・○○ｐｐｍ 

⑤エチレンイミン・・・０．０５ｐｐｍ 

⑥ニッケル化合物・・・○○ｍｇ／ｍ3 

⑦ベリリウム及びその化合物・・・ベリリウムとして○ｍｇ／ｍ3 

⑧硫化水素・・・１ｐｐｍ 

⑨オルト―フタロジニトリル・・・○ｍｇ／ｍ3 

⑩その他 

エチレングリコールモノメチルエーテル、酢酸イソペンチル、酢酸ノルマルー

ペンチル及びメチルイソブチルケトンについては、有機溶剤中毒予防規則に記載

の制御風速による。 

 



（４）質量濃度変換係数（Ｋ値）について 

「ずい道等建設工事における粉じん対策の推進について（平成１２年１２月２６

日付け基発第７６８号の２）」において、空気中の粉じん濃度の測定は、相対濃度

指示方法によることとしているが、その質量濃度変換係数について、実測データを

踏まえて検討した結果は次のとおりである。（中間報告書記載済） 

ＬＤ－５Ｄ ・・・ ０．０２ｍｇ／ｍ３／ｃｐｍ 

ＬＤ－５  ・・・ ０．００２ｍｇ／ｍ３／ｃｐｍ 

ＬＤ－２  ・・・ ２ｍｇ／ｍ３／ｍｇ／ｍ３ 

３４４２  ・・・ ０．００３ｍｇ／ｍ３／ｃｐｍ 

 


